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事 務 連 絡

平成１７年１月２１日

各都道府県・保健所設置市

自動車リサイクル法主管部（局） 御中

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課自動車リサイクル対策室

経済産業省製造産業局自動車課自動車リサイクル室

無許可営業者告発の情報提供と違法行為への厳正な対処について

、 、 （ ） 、昨日 沖縄県において 無許可で破砕 破砕前処理：圧縮 を行ったとして

業者の告発・逮捕がなされました。自動車リサイクル法施行後、全国初の事例

ですので、その情報を提供いたします。

当該業者は、県の再三の指導にもかかわらず、昨年１０月頃から本年１月３

、 、日頃までの間無許可で営業を続け 使用済自動車等９７７台を圧縮したとして

本年１月１７日に県が県警に告発し、同２０日、代表取締役ら３名が逮捕され

たものです。

無登録・無許可営業者につきましては、平成１６年９月１７日付け事務連絡

（別添参照）により連絡しておりますように、速やかな登録・許可申請と、登

、 、録・許可取得までの業停止を指導し これに従わない悪質な事業者に対しては

捜査機関との十分な連携を図り、積極的に告発を行う等、厳格に対処するよう

引き続きお願いいたします。
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【別添】

事 務 連 絡

平成１６年９月１７日

各都道府県・保健所設置市

自動車リサイクル法担当課室 殿

環境省廃棄物・リサイクル対策部自動車リサイクル対策室

経済産業省製造産業局自動車課

無許可営業への対処について

使用済自動車の再資源化等に関する法律（以下「自動車リサイクル法」という。）の根

幹となる解体業、破砕業の許可制度が本年７月１日より施行されたところである。

経過期間の本年９月末日までに自動車リサイクル法に基づく所要の手続きを行っていな

い事業者にあっては、１０月１日以降は無許可営業となるが、こうした事業者が発生しな

いよう措置するとともに、無許可営業を行う事業者に対しては厳格に対処することをもっ

て、自動車リサイクル法の適切な運用を確保すべく下記により対処されたい。

記

１．新規許可申請の周知徹底について

自動車リサイクル法に基づく新規許可申請については、従前より関連事業者に対する周

知をお願いしてきたところであるが、有価物のみを取扱うということで、従来から廃棄物

の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）の許可を取得することな

く、使用済自動車の解体、破砕を行ってきた事業者の中には、７月１日より施行している

自動車リサイクル法に基づく新規許可申請を行っていない者が見受けられるところであ

る。

これまで廃棄物処理法の許可を受けずに使用済自動車の解体等を業として行ってきた事

業者（廃棄物ではない使用済自動車等のみを取り扱ってきたという整理）にあっては、９

月３０日までに許可申請がなされれば、許可・不許可の判断がなされるまでは引き続き使

用済自動車の解体等は継続できるが（ただし、廃棄物たる使用済自動車等は当然扱えな

い。）、９月３０日までに申請がなされなければ、１０月１日以降、許可がなされるまでは、

有価、無価、逆有償を問わず使用済自動車は取り扱えなくなる。

これに違反して無許可営業を行った場合、有価物であっても自動車リサイクル法違反（１

年以下の懲役又は５０万円以下の罰金）となる。また、廃棄物たる使用済自動車等を取り

扱った場合には、廃棄物処理法違反として５年以下の懲役又は１０００万円以下の罰金と
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いう罰則が適用される。

中には、平成１７年１月１日の完全施行前までは、有価物たる使用済自動車（特に、自

ら保有している使用済自動車）からの部品取りを行うことは解体ではないとして、確信犯

的に自治体の指導に従わない事業者も散見される。

引き続き、今後も継続して事業を行おうとする事業者に対し、９月３０日までに申請が

ない場合に生じるこのような事態につき、あらためて周知をお願いする。

具体的には、９月３０日までに許可申請が見込まれない業者に対し、９月中に「１０月

１日以降の業の継続は、自動車リサイクル法上の無許可営業となり、取扱う使用済自動車

が有価物であると認められる場合を除き、さらに廃棄物処理法上の無許可営業となる。し

たがって、９月３０日までに許可申請がなされない場合には、１０月１日以降、業を停止

するとともに、速やかに許可申請を行い、許可を受けた後に業を再開すること。許可を受

ける前に業を継続している場合、有価物であっても自動車リサイクル法違反（１年以下の

懲役又は５０万円以下の罰金）となる。また、廃棄物たる使用済自動車を取り扱った場合

には、廃棄物処理法違反として５年以下の懲役又は１０００万円以下の罰金という罰則が

適用される。」旨を文書により通知し、注意喚起されるようお願いする。

２．無許可営業への対処について

１０月１日以降、無許可営業が疑われる事業者に対しては、業が継続されてるかいない

かを現場確認により速やかに確認する。

無許可営業に対しては、１．のとおり速やかに許可申請を行うこと、許可取得までは業

を停止することを指導すること。これに従わない悪質な事業者に対しては、刑事訴訟法第

２３９条第２項において、官吏又は公吏は、その職務を行うことにより犯罪があると思料

するときは、告発をしなければならない旨規定されている趣旨を踏まえ、捜査機関との十

分な連携を図り、積極的に告発を行われたい。このことについては、警察庁とも協議済み

である。

この場合、廃棄物及びその疑いのあるものを取り扱っている事業者に対しては、廃棄物

処理法の規定による報告徴収、立入検査を行うなどにより、その実態を把握すること。

また、必ずしも報告徴収や立入検査によらなくとも、違反行為の客観的事実を明らかに

するため、写真やビデオの撮影、現地調査の報告書等によりその状況を記録すること。

告発の手続きが円滑に行われるよう、以下の項目について、できる限り明らかにされた

い。

①無許可営業を行っている事業者の氏名又は名称

②違反行為の対象となった対象物（使用済自動車、解体自動車、指定再資源化物品等）

及び数量

③違反行為の時期、頻度（何年何月何日に何台。少なくとも何年何月から何月にかけて
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およそ何回。）

④無許可営業を行っている事業者への過去の指導状況

⑤電話による照会や、現地調査等における相手方の言動の記録

以上の手続きとは別に、１０月以降、使用済自動車の解体・破砕を行える者を明確にし、

これら以外の者による使用済自動車の取扱いを防ぐ観点から、９月中に届出を受理したみ

なし許可業者及び許可申請を受理した新規業者（審査中のものを含む）のリストを作成し、

自治体のホームページ等により公表するとともに、使用済自動車を扱う関連事業者に対し

て情報提供を行い、これら以外の者に使用済自動車の引渡を行わないよう周知されたい。
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【参 考】

業の許可における使用済自動車、解体自動車の扱いの整理

廃掃法の許可がある業者 H16.7-9 H16.10～ 12 H17.1～

7-9月に届出 有価物 ○ ○ －

廃棄物 ○ ○ ○

7-9月に届出せず 有価物 ○ × －

廃棄物 ○ × ×

廃掃法の許可がない業者 H16.7-9 H16.10～ 許可・不許可 H17.1～
許可・不許可 の判定

の判定 ～ H16.12

7-9 月に新規許可申請 有価物 ○ ○ ○ －

後、許可 廃棄物 × × ○ ○

7-9 月に新規許可申請 有価物 ○ ○ × －

後、不許可 廃棄物 × × × ×

7-9 月に新規許可申請せ 有価物 ○ × × －

ず、その後も申請せず 廃棄物 × × × ×

10-12 月に新規許可申請 有価物 ○ × ○ －

後、許可 廃棄物 × × ○ ○

10-12 月に新規許可申請 有価物 ○ × × －

後、不許可 廃棄物 × × × ×


